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2022年度の学校間連携を終えるにあたって 

 

石狩市公立小中学校事務職員学校間連携会議は、2006（平成 18）年に設立されており、今

年度で 17年を終了することになりました。文部科学省の事務職員加配事業（事務部門の強

化）により、生振小学校に 2 名の事務職員が配置されることからスタートしたのが始まり

です。一時的な停滞期もありましたが、これまで事業を継続できたことは、石狩市教育委員

会や各学校のご理解ご協力があったからに他なりません。この場を借りてあらためて感謝

いたします。2022 年度も、教育予算要望をはじめ、学校配分予算調整や「いしかり子ども

アンケート」の実施にあたり教育委員会・他機関との連携を図ってきました。またそれを各

学校運営に反映させることもできました。引き続きそれぞれの立場で課題を共有し子ども

の学ぶ権利の保障に繋げるため、連携を深めて行きたいと思います。 

2006 年の設立当時は、石狩市・浜益村・厚田村 1 市 2 村の合併の状況下で、これに伴い

懸念される学校配分予算と学校運営への影響に対応するための諸調査と、数年前から市内

で取り組んでいた「学校版 ISOの推進」が主課題でした。また、翌 2007（平成 19）年度に

は今日の活動の基礎となる「学校徴収金調査」にもいち早くとりくんできました。 

これまで石狩市で働いてきた事務職員の皆さんの努力が今日まで事務職員加配事業を起

点として、学校事務業務の推進や学校づくりの課題を業務としてきた石狩市の学校間連携

の取り組みを支えてきた原動力であることは言うまでもありません。 

17 年経過した現在の教育情勢に目を向けると、2017 年 4 月 1 日施行の学校教育法と地教

行法改正による「事務職員は、事務をつかさどる」、また地教行法においては新第 47条の 5

他により教育委員会が「共同事務室」を設置できるようになりました。また、働き方改革を

進めるにあたって、2020年 7 月には文部科学省より、「事務職員の標準的な職務の明確化に

係る参考例」等が通知されました。石狩市では、教育委員会で策定した「石狩市立学校にお

ける働き方改革推進計画」によると、「国や道の動向を注視しながら事務職員等の標準職務

の明確化を検討する」となっていますので、事務職員としてもこれからの動きを意識してい

く必要があります。さらに、文部科学省の通知の中には、教育委員会に対して、標準的な職

務の明確化を図ることで、事務職員の校務運営への参画を促進できるような環境整備を求

める記載もあり、事務職員にとって業務内容の変革が押し迫っていると言えます。以上の事

を踏まえ、本会議として市内小中学校事務職員及び教育委員会との連携を進めてきたこと

で得られた成果を適切に評価していただくとともに、事務職員への聞き取りなどを含め学

校現場のリアルな実態に沿う施策決定を教育委員会に行っていただきますよう強く要望し

ます。 

今年度の活動は、昨年度の反省を生かし、事務局の運営を加配校で行ってきました。今年
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度もコロナ禍での連携会議となり、昨年度に引き続きオンライン開催も取り入れながら予

定の会議を行い、保護者負担金の公費化調査や感染予防に関する各校の実践交流、補助金の

使い道などの交流を行うことができ、自校のとりくみに活かせる内容になりました。 

また「働き方改革」に伴い、処理業務や教員の負担軽減のみを行う「縁の下の力持ち」と

しての役割だけではなく、学校全体の業務の改善や経営への主体的参画を担う「主要な職

員」としての認識を持ってもらえるよう、あらためて、石狩市教育委員会に加配等も含め、

実情を考慮していただきつつ、学校間連携会議の運営を進めていく必要があります。 

最後に、業務の多様化、多忙化が進む中、学校の外に出て会議をすること、そして研修等

を行うことは、「学校事務職員の仕事」として行っています。内容について、検討するべき

点はありますが、参加して良かったと思える学校間連携会議となるよう機会を大切にし、そ

してこれからも歩みをすすめることを確認し、1年間の報告とさせていただきます。 
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1．会議の開催状況 

 

 石狩市公立小中学校事務職員学校間連携会議（以下 連携会議と略）は、2009年度以

降、石狩市公立小中学校事務職員協議会（以下 市事協と略）の定例会（そのうちの一

部は石狩市教育振興会学校事務部会として開催）の設定日に会わせて開催しています。

今年度はオンライン開催を含め９回（昨年６回）の連携会議を開催し、議案の事前配

布、提案時間の短縮などで時間短縮を行い、広域連携のデメリット克服にこれまで同様

努めてきました。コロナ禍のためオンラインでの会議も行いましたが、オンライン会議

の方が参加率が高くなるなど全員が顔を合わせての会議が少ないことは今後も課題と言

えます。 

 全道的に展開されている学校間連携においても同様ですが、石狩市の連携会議は研究

の場ではなく学校事務業務推進のための共通理解と実践の場としています。従って、連

携会議に参加することで学校事務の実務をより効果的にすすめることができるという認

識に立つ必要があります。 

 

 今年度の会議開催状況は以下の通りです。 

開催月日 回数 議題 

2022/5/12 第 119回 

・2022年度の具体的取り組みについて 

・各グループの活動計画について 

・印刷機、複合機の入れ替えに伴う各校調査及び管内各市町村の状況

交流について 

2022/6/9 第 120回 

（オンライン） 

・「令和 5 年度石狩市教育予算要望書」作成に向けた具体的作業につ

いて 

・令和 5年度教育予算要望「重点要望事項」について 

・令和 4年度公費化教材・消耗品等調査について 

・（石事協）2022年度研究計画（案）について 

・「いしかり子どもアンケート」（案）の検討について 

2022/7/7 第 121回 
・「いしかり子どもアンケート」（案）の検討について② 

・「学校事務運営計画」の検証 

2022/7/29 
夏季 

研修会 

・「令和 5年度石狩市教育予算要望書」の原案検討について 

・「いしかり子どもアンケート」について 

・（講演）学校事務の実践から考える「事務をつかさどる」 

 講師：関ゆきのさん（枝幸町立枝幸小学校 事務職員） 

・（ワークショップ）「学校事務運営計画」の検証を行ってみよう！ 

※参加者 20名（市内 12名、市外 8名） 

2022/9/22 第 122回 ・2023年度（令和 5年度）配分調整について 

2022/10/25 第 123回 

・「配分調整」の各校状況と交流 

・「公費化教材・消耗品調査」結果のまとめ 

・就学援助手引きの改定について 

2022/12/9  
※事務局長不在のため事務部会内で取り扱い 

・保護者負担の公費化項目を調査して 

2022/12/27 
冬季 

研修会 

・（講演）「THEファイル」を知ろう 

 講師：斎藤大輔さん（北広島市立大曲中学校 事務職員） 

・（ワークショップ）「THEファイル」をもっと良いものにするために 

※参加者 21名（市内 11名、市外 10名） 

2023/1/17 臨時 
（オンライン） 

・令和 5年度学校保健対策事業費補助金の概要について 
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2023/2/3 第 124回 
・いしかり子どもアンケートの実施について 

・２０２２石狩市の学校間連携 

2023/2/16 第 125回  

2023/3/10 第 126回  

 

 

2.2022 年度連携会議の活動の柱 

連携会議が現在のスタイルとなってから15年目となりましたが『石狩市の子どもたち

のために、できることからはじめよう』を合言葉にし、その柱として①子どもの学ぶ権

利の保障、②生活の場としての学校づくり、③市内各校事務職員が連携して取り組む

（学校事務の確立のため）の観点で学校間連携会議をすすめることを確認しています。 

これらの柱を具体化する取り組みとして①学校財政と学校事務の状況調査、②調査活

動の分析に基づく要望実現のための市教委との連携、③予算要望、④「事務をつかさど

る」の具現化に向けた実践、⑤実践交流、の５点を軸として活動しきました。 

 

（1）学校財政と学校事務の状況調査 

 調査活動の目的は、①実態の分析②課題の掘り起こし③具体的改善方法を探ること、

にあります。日常の業務を推進する上で、小さな疑問点は数多く存在しますが、それを

見過ごすか追及するかが改善の分かれ目となります。連携会議設立当初に比べると具体

的な調査数は減少傾向にあります。これは課題が見当たらなくなったということではな

く、より困難な課題が残っている状況であると考えられます。一つの調査を実施する

と、その結果から新たな課題が見えてくることが多いことからも、調査活動は連携会議

の重要な柱ということができます。 

 

（2）調査活動の分析に基づく要望実現のための市教委との連携 

設立当初より教育行政への課題提起として「提言」を作成し、それをもとに市教委と

課題解決を図ってきました。過去の提言から学校事務業務の改善が図られてきたことも

多数あります。 

しかし、このコロナ禍において 2018年度の提言「教育委員会・学校間の文書送達」

以降、分析が十分に行えないことを理由に提言を行っておりません。また連携会議内部

においても積極的に提言を行うより要望活動をすすめるべきとの声もあります。 

今後は調査分析活動をすすめながらも、教育長との懇談の場や市教委との連携を図り

ながら学校財政財務活動や学校事務業務の改善を行っていくこととしました。 

 

（3）予算要望 

 円滑な学校運営を支える予算と、その裏付けとなる予算要望は学校運営の根幹とい

えます。したがって、連携会議としても一定の時間を割いて論議を深め、説得力ある

予算要望書作成に取り組む必要があります。また、今日の家庭経済状況から、保護者

負担軽減（公費化）について共通認識を図ることも重要な課題となっています。連携

会議では、市内教育予算要望委員会の構成メンバーである石狩市教育振興会学校事務

部会（石狩市公立小中学校事務職員協議会）の委託を受けるという形式で予算要望資

料を作成していますが、予算要望活動は全道的には事務職員の学校財政財務活動の中

核をなす業務と位置付けられていることから、連携会議にとってたいへん重要なとり

くみです。 
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(4) 「事務をつかさどる」の具現化に向けた実践 

    2017 年（平成 29年）4月に学校教育法が改正され、学校事務職員の職務規定が

「事務に従事する」から「事務をつかさどる」になりました。しかし改正から 4年経

過しましたが私たちの職務に大きな変化は現れておらず、また意識も変わらないとい

うのが大多数ではないかと考えます。 

    学校管理規則での「職務標準表」制定が目前に迫り、「学校財政財務活動」以外の

学校事務業務にも「事務をつかさどる」的要素が求められ、連携会議として早急にと

りくみをすすめていかなくてはいけません。 

   

(5）実践交流 

 連携会議は研究組織ではありませんが、原則 1校 1名配置の事務職員にとって OJT に

は限界があり、他校の実践交流をはじめとする研究・研修が必要不可欠です。したがっ

て、連携会議の活動を市事協の研修活動とリンクさせ、学校事務の職務確立に資する活

動をすすめる必要があります。連携会議は、市事協主催の夏季研修会の企画・運営を行

っています。夏季研修会では、連携会議でより深く論議を行いたい事項や事務職員の実

務としての日常実践の交流などを行っています。 

 

 

3．2022年度の具体的とりくみ 

(1）学校財政と学校事務の状況調査 

①公費化教材・消耗品等調査 

  2019年度から始めたこの調査は、保護者の負担軽減に繋げるためにも公費化の全市

的な状況を把握することを目的に石狩市立小中学校の公費から支出している教材・消

耗品などを調査し、リストを作成するという方法で行いました。調査結果について

は、単純に公費化しているからよいなどと比較できるものではないものの、自校での

実践に繋がるヒントとするためにも毎年各校の状況を交流することが必要だと考えま

す。 

 

②市内で統一する公費化教材 

公費化の全市的調査から各校で保護者負担軽減と同時に消耗品や教具の公費化がす

すんでいることがわかりました。 

さらにこのとりくみをすすめるために以下の物品を昨年度に引き続き市内統一で公

費化することを確認しました。 

＜小学校・中学校共通＞ 

半紙、フラットファイル、用紙代 

 

＜さらにとりくめる学校＞ 

白画用紙、ミシン糸、糸のこ刃 

 

（2）調査活動の分析に基づく要望実現のための市教委との連携 

今年度より「提言」というやり方ではなく話し合うべきところは話し合う「連携」

ということを重視して取り組んできました。 

①「配分調整」では学校予算の現状や要望を伝えることで新たに「教材備品費」も
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含めることができ、また新たに「使用料」の費目を新設することができました。この

ことにより各校では予算の効果的かつ適正な執行に努めることができるようになりま

す。 

②「就学援助事務の手引き」では年度途中での住所異動があった場合の部分を付加

し、また情勢の変更に伴う改定を行うことができました。 

③「いしかり子どもアンケート」の実施については内容を市教委とともに精査する

ことによりより効果的な実施につなげることができました。今後も市教委や関係団体

と十分な議論を行うことを重要視ししていきたいと考えます。 

 

④「新たなミッションを担う事務職員加配」については、市教委と連携を図りなが

ら加配校が継続申請を行うために連携会議内の業務について各校の役割を精査した上

で協議をすすめることができました。 

 

 （3）予算要望 

連携会議の予算要望活動は、石狩市教育振興会学校事務部会の委託を受けて、石

狩市予算要望委員会に提出する「学校配分予算に関する要望」の具体的資料づく

り、という形でとりくみを行っています。これまでの経過は以下のとおりです。 

 

＜2009 年度＞ 

①「保護者負担軽減のための増額要望」、②「新指導要領への移行に伴う増額要

望」、③「役務費に係る要望」の三つを要望の要点と設定して意見集約を行いまし

たが、校内論議の不足などから資料化に関して十分な成果を得ることができませ

んでした。 

＜2010 年度＞ 

 前年の反省を踏まえ、「保護者負担軽減のための増額要望」を理科実習費に絞り

込むことにより、一定程度の資料化を果たすことができました。また、予算要望

活動の一環として、「教育財政に関する調査」を実施し、市内各校の教職員から施

設設備の状況や、学校財政に関する意見を徴して、予算要望活動の参考とするこ

とができました。 

＜2011 年度＞ 

 前年度の取り組みを踏襲しつつ内容を精査するとともに、「学校財政に関する調

査」を昨年に引き続き実施し資料化を行いました。 

＜2012 年度＞ 

 「学校財政に関する調査」の 3 年目として、過去 3年間を集計した報告書を作

成しました。 

＜2013 年度＞ 

 「学校財政に関する調査」は、3 年間の調査を積み上げた事で一度小休止し、新

たに「修学旅行に係る引率者負担の現状交流について」調査を行い資料化しまし

た。 

＜2014 年度＞ 

  初めての試みとして「教育予算要望書・要望事項集約用紙」の中で配分予算の

在り方に対し自由記述の部分を追加して意見を集約しました（その他、予算全体

に関する事項についての自由記載欄も追加）。この交流をきっかけに配分予算の見

直しにつなげることが出来ました。 
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＜2015 年度＞ 

 昨年度から取り組んでいた印刷経費のグラフ化や自由記載の項目において予算

要望書に盛り込むことが出来ませんでした。今後の方向性を定めるために冬季研

（2016 年 1 月実施）において意見交流を行いました。 

＜2016 年度＞ 

前年度までの反省を受け、夏季休業前までに調査の集約を終了し夏季研で交流

を行いました。教材費の徴収額調査についても極力正確なデータを掲載するため

に共通認識に立って精査を行いました。 

＜2017 年度＞ 

より説得力のある要望書づくりを目標に、前年度までの成果と課題をあらため

て確認し作業を進めました。重点要望を①印刷費関連、②保護者負担軽減、③学

校図書、④楽器関連、⑤スキーバス、とし、一人当たりの配分需用費のデータも

示しました。 

＜2018 年度＞ 

前年度までの成果と課題を確認し、より説得力のある要望書づくりを目標に作

業を進めました。今回、教育委員会や教頭会との協力により、学校ランキング表

などの予算要望書式の変更を行ったことで、業務内容について改善することがで

きました。重点要望を①印刷費関連、②保護者負担軽減、③スキーバス、④楽器

関連、⑤学校図書とし、一人当たりの配分需用費のデータ、小学校の外国語活動

の導入に伴う経費や教科書採択に伴う経費も示しました。 

＜2019 年度＞ 

前年度の成果と課題を確認し、重点要望を①印刷費関連、②保護者負担軽減、

③スキーバス、④楽器関連、⑤学校図書とし、一人当たりの配分需用費のデー

タ、小学校の外国語活動の導入に伴う経費や教科書採択に伴う経費も示しまし

た。また、電子黒板導入に伴うデジタル教科書の要望や電波法改正に伴うワイヤ

レスマイク購入の要望など、状況に応じた要望を行うことができました。 

＜2020 年度＞ 

     前年度の成果と課題を確認し、重点要望を①印刷費関連、②保護者負担軽減、

③スキーバス、④楽器関連、⑤学校図書とし、小学校の外国語活動の導入に伴う

経費や教科書採択に伴う経費、電子黒板導入に伴う経費の要望に関しても昨年度

同様行いました。また、小学校における夏休み帳・冬休み帳の経費や、スキーの

リフト代に関わる調査を新たに行い要望しました。 

      ＜2021年度＞ 

     前年度の成果と課題を確認し、重点要望を①印刷費関連、②保護者負担軽減、

③スキーバス、④楽器関連、⑤学校図書、⑥小学校における外国語教科化、学習

指導要領改訂に伴う必要経費とし、ICT 機器関連とりわけ GIGAスクール構想に関

連する物品や備品について要望を行いました。 

   ＜2022年度＞ 

前年度の成果と課題を確認し、重点要望を①印刷費関連、②保護者負担軽減、

③スキーバス、④楽器関連、⑤学校図書、⑥ICT・GIGAスクール構想に係る機器整

備及び必要経費について要望を行いました。 

 

昨今の物価上昇の煽りを受け、校配分予算は全体として決してゆとりがある状

況ではありません。また、教育課程に関する経費の多くを保護者負担に頼ってい
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る状況も改善が図られてはおりません。今後も、教育委員会と学校財政に関する

課題を共有し、豊かな学校づくりを進めていきたいと考えます。 

  

 

 (4) 「事務をつかさどる」の具現化に向けた実践 

石事協や全道協議会職務検討委員会答申の要請を受け、石狩市としても学校財

政財務分野以外での「事務をつかさどる」の具現化に向けてとりくみをスタート

させました。 

今年度の夏季研修会では全道協議会職務検討委員の関ゆきのさん（枝幸町立枝

幸小学校事務職員）を講師に招き、「学校事務の実践から考える『事務をつかさど

る』」について学習を深め、標準職務表を意識しながら各校の「学校事務運営計

画」を見つめなおすワークショップを開催することができました。 

また冬季研修会では前全道協議会職務検討委員の斎藤大輔さんを講師に招き、

全道協議会で提唱されている「THE ファイル」について学習を深めました。 

このことから「子どもたちのためにという視点」を背景に「他者（子ども・教

職員・地域保護者・市教委など）とより連携を深める」ことが重要であると再認

識しました。 

 

①「いしかり子どもアンケート」の実施 

教育環境とりわけ学校は「子どもたちが自ら学び楽しく過ごせること」が重要

であり、教職員をはじめ地域保護者や市教委（教育行政）はその実現に向け協力

しながらとりくんできているところです。このとりくみはそこに主体者である子

どもたちの意見もとりいれながらさらに良いものにしようとするものです。 

事務職員は長年「生活の場としての学校」の実現をめざしながらとりくみをす

すめてきたことからもこの「子どもアンケート」について職務としてとりくんで

いくこととしました。 

アンケートの実施に向け、市教委や校長会・教頭会と幾度となく意見交換を重

ね、より良い形で実施できることとなりました。単年度のものとなることなく、

継続して実施を行うことでより良い形に発展させていきたいと考えています。 

 

  ②「事務職員の職務の内容及びその例並びに事務職員の職務遂行に関する要領」につ

いて 

   2023 年 1 月に市教委より標記要領案の提示を受け、連携会議としても前向きに検

討を行いました。概ね私たちが想定していたものとなっており、今後の事務職員の

学校で果たす役割の幅が広がったものとして受け止めている。 

   ただし、要領第 4条（１）にも示されているが、これらの業務は例示されている

ものであり、当該校における業務が事務職員に集中しすぎないよう各校では校長と

事務職員が十分に話し合いを持ち、事務職員自らがより主体的・積極的に学校運営

に参画できるよう促していただきたい。 

 

（5）実践交流 

 各連携会議開催時に、各校の取り組み状況を交流する「実践交流」の時間を設

けています。度々紹介しているとおり、小中学校事務職員は基本的に 1校 1名の

配置のため、取り組みの自由度が増す反面、自己流に陥り易い欠点もあります。
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また、OJTが実施できない業務を多く抱えているという実態もあります。そこで、

各校の取り組みを交流して自校での取り組みに活かすことが必要になっていま

す。 

今年度は昨年度に引き続き、「配分調整」などの予算に関わるものの他に、「感

染予防の取り組み」や「学校保健特別対策事業費補助金の使い道」などといった

新型コロナウイルス対策に関わる交流が中心となりました。 

 

夏季研修会 2022年 7月 29 日開催（於：札幌エルプラザ） 

内容 ①「令和 5 年度石狩市教育予算要望書」の原案検討について 

   ②「いしかり子どもアンケート」について 

   ③（講演）学校事務の実践から考える「事務をつかさどる」 

講師：関ゆきのさん（枝幸町立枝幸小学校 事務職員） 

               ④（ワークショップ）「学校事務運営計画」の検証を行ってみよう！ 

※参加者 20 名（市内 12名、市外 8名） 

 

冬季研修会 2022年 12月 27 日開催 

内容 ①（講演）「THEファイル」を知ろう 

     講師：斎藤大輔さん（北広島市立大曲中学校 事務職員） 

   ②（ワークショップ）「THE ファイル」をもっと良いものにするために 

※参加者 21 名（市内 11名、市外 10名） 

 

 夏季研修会・冬季研修会は、事務職員が外に出て研修をすることができる数少

ない機会としてほぼ定着し、管内各市町村からの出席者も増えてきました。 

参加者の事後アンケートからも今研修会のテーマ設定や方向性について高い評

価も受けました。今後も情勢が許す限り、開催を継続していきたいと思います。

ただ残念な点としては、市内事務職員の参加者の固定化傾向もみられるので、よ

り多くの方が参加できる体制づくりを引き続き検討していきたいと考えていま

す。 
 

 

4．資料  

 連携会議が作成した資料のほぼ全ては、ホームページに掲載し公開性、速報性、保存性

の確立に努めています。ここで紹介するリストは、現在連携会議ホームページに掲載され

ているジャンル別資料のリストです。実際にホームページをご覧になっていただければよ

り具体的内容や、リストにない資料にも触れることができます。このように情報公開のア

イテムとしても活用をすすめていきたいと考えます。 
 

 

（1）「日刊連携会議」のページ 

 連携会議の情報フォームである「日刊連携会議」は、連携会議メンバーへ調査

依頼、事務局の活動のお知らせなど多様な役割を担っています。全員が集まって

行う「会議」は物理的制約があり、年間10回程度の開催が限度と考えられます。

会議や研修会で交流しきれない事項について情報共有するための重要なアイテム

です。 
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（2）「白書と提言」のページ 

 決算予算調査、徴収金調査をはじめ、これまで実施してきた調査の中から資料

化したものを掲載しています。調査内容によっては学校名等を伏せて公開してい

るものもありますが、そのような報告も「会員のページ」で公開しています。 

 

 

（3）「予算要望」のページ 

 石狩市教育予算要望委員会の構成員となっているのは、研究団体である石狩市

教育振興会事務部会ですが、予算要望に関する内容が連携会議の取り組みと密接

な関連があるため、実務を連携会議が担当しています。そのため、ホームページ

に予算要望のページをもうけて関連資料を掲載しています。 
 

 

（4）「実践交流」のページ 

 各校の事務職員が、日常の業務・活動においてとりくんでいる実践報告を掲載

してあります。「領域実践」は財政財務・情報など事務職員が中心的に担うと考え

られる業務に関する実践、「実務実践」は主に校務分掌に関わる業務における実践

です。 
 

 

 

（5）「会員のページ」 

 連携会議が作成した資料は公開を原則としており、そのことの重要性も十分に

認識しています。しかし、校長の管理責任や個人情報に触れることの無いよう、

情報の扱いは慎重にしなければなりません。また、非匿名で個人の意見を公開す

ることで、かえって意見がいいにくくなることも考慮しなければなりません。そ

のため連携会議では、必要に応じて学校名等を非公開にしていますが、情報の共

有化の観点から非公開箇所を含めた情報等は会員のページに掲載し、パスワード

で保護しています。 

 

（6）これまで行ってきた「提言」（2009年～21年度） 

提言 1 コピー機・輪転機の更新について 

提言内容 

1．コピー機・輪転機の更新に際しては、学校との事前協議に基づき進められること。 

2．リース料・リース期間、保守点検などの契約内容と更新に関する基本方針が各学校に示

されること。 

提言 2 校舎カーテンクリーニングについて 

提言内容 

1．校舎カーテンクリーニング実施のため、役務費の学校配分を圧縮し、市教委の一括契約

による校舎ローテーション方式とすること。 

提言 3 校舎ワックスがけについて 

提言内容 
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1．体育館のワックスがけの実施方法について、検討・協議の場を設けること。 

提言 4 学校配分予算等の通知方法について 

提言内容 

1．学校配分予算は、市内各校の状況がわかるよう一覧表方式での通知であること。 

2．各学校補助金、備品購入予算、特別支援学級用予算配分についても事務担当者説明会を

行い、⼀覧表方式での通知であること。 

提言 5 コンピューターソフト教材購入について 

提言内容 

1．学校配分予算のコンピューターソフト教材購入については、備品購入計画に組み込むこ

ととし、少額ソフトについては、配分消耗品での対応とすること。 

提言 6 執行決議書の改善について 

提言内容 

1．市経理執行決議書の校長決裁日と執行日は同日でも可とするよう規則を改正すること。 

提言 7 市教委発公文書の学校配付方法について 

提言内容 

1．校務用LANの配備を契機とした文書処理のIT化について検討する場を設置すること。 

提言 8 図書費の執行について 

提言内容 

1．児童生徒用図書の購入にあたって、10万円を超える発注が可能となるよう規則改正やそ

の他の方法について検討すること。  

提言 9 児童生徒名前ゴム印の公費化について 

提言内容 

1．児童生徒名前ゴム印を学校配分予算以外の公費で購入できるよう予算措置すること。 

提言 10 職業体験学習の生徒旅費の措置について 

提言内容 

1．職業体験学習のため、生徒が交通機関等を利用する場合の旅費について措置すること。 

2．当面、プログラム奨励補助金から学校の実情に応じて執行できるよう関係規則を整備するこ

と。  

提言 11 学校予算の提案について 

提言内容 

1．学校予算の提案に際しては、数字のみの提案とせず、使途の説明・留意事項などが全教

職員に分かりやすく共通理解を図ることが出来る提案となるよう工夫・改善を行うこ

と。 

提言 12 修学旅行に係る就学援助費の申請について 

提言内容 

1．修学旅行に係る就学援助費の請求に当たっては、経費の算定を厳密に行い請求額に過不

足が発生しないような手段を講じること。 

2．各学校においては、修学旅行経費の算定を厳密に行い、事後速やかな決算報告が可能と

なる体制を整えること。 

提言 13 事務部門の学校評価（内部評価）について 

提言内容 

1．学校評価における事務部門の内部評価については、学校財政財務活動の取り組みを重点
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として、学校づくりや子どもを中心とした視点を充実させたものとすること。 

提言 14 教材備品購入費の執行について 

提言内容 

1．各学校は、教示備品購入計画の策定に関わって、職員の要望を十分に吸い上げるため、

計画に必要な情報提供を積極的に行うなど、丁寧な提案と調整を工夫、実践すること。 

2．連携会議は、定期的に各学校の教材備品購入計画に関わる実践を交流するなど、各校の

取り組みをサポートすること。 

3．教育委員会は。緊急に教材備品が必要になった場合の対応に関わり、考え方や要望の方

法について、口頭説明以外の明示の方法を検討すること。 

提言 15 学校図書のブックカバー取り付けについて 

提言内容 

1．学校図書（児童用図書）の納入に関わり、ブックカバー取り付け料を込みとした購入が

可能となるよう、運用を改善すること。 

2．上記事項実現の条件整備として、学校図書の購入については、市民図書が学校要望を一

括処理し、各学校同条件での納品となるよう、運用等を改善すること。 

提言 16 学校配分予算の調整について 

提言内容 

1．学校配分予算の調整について、当分の間、学校配分予算の効率的執行のため実施するよ

う教育委員会として検討すること。 

2．各学校は、学校配分予算の調整について適切に実施できるよう、学校財政に関する調

査・分析活動を充実させること。 

提言 17 就学援助費の支給について  

提言内容  

1．就学援助費の支給に係る校長口座への振込み可能項目については、今後も学校の意見を

聴きながら効果的な運用とするように教育委員会として検討すること。  

2．各学校は、保護者負担軽減の観点に立ち学用品費の精選に努めていくこと。 

提言 18 バス代の補助について 

提言内容  

1．貸し切りバス料金の高騰に係わり、教育課程に位置づけられた学校行事、教育活動とし

ての部活動などのバス代について、保護者負担軽減の観点から、公費支出の改善につい

て検討すること。具体的には、スキー学習のバス代補助限度額の上限の引き上げ及び2回

のスキー学習分のバス代を確保する。部活動の遠征に係る補助金交付要綱の改定及びス

クールバスの弾力的運用などの検討すること。  

2．各学校は、就学援助上限額などを考慮しながら旅行行事のあり方を考え、事務職員が積

極的に関わりながら、保護者負担軽減に努めていくこと。 

提言 19 就学援助費の校長口座委任払いについて 

提言内容  

1．学用品費の引き去りについて、徴収業務の軽減のため対象経 費の拡大を検討すること。  

2．生徒会費・PTA会費・部活動費の3項目については全額を口座振り込み可能とするよう検

討すること。 

提言 20 夏冬休み帳の保護者負担について 

提言内容  
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1．夏冬休み帳の購入に係る保護者負担軽減のため、当面教育委員会が雛形を作成し、各校

で印刷するなどの方法を検討すること。 

2．夏冬休み帳の採用に当たっては費用対効果の検証を十分に行い、必要があれば公費化の

ための予算を確保すること。 

提言21 教育委員会・学校間の文書送達について 

提言内容  

1．教育委員会・学校間の定期的な文書送達について、新たな手段を構築すること。 

2．送達方法については、教育委員会を中心に、校長会・教頭会・事務職員協議会と情報交

換をし、教職員に負担を伴わないようにすること。 

 

 


